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1 

議案第37号 

 

釜石市財産評価委員会条例の一部を改正する条例の専決処分に関し承認を求

めることについて 

 

1 提案理由 

組織機構の見直しに伴い、釜石市財産評価委員会条例(昭和39年釜石市条例第17号)の

一部を改正することに関し、令和5年4月1日付けで専決処分したことについて、地方自

治法(昭和22年法律第67号)第179条第3項の規定により、議会の承認を求めるものである。 

 

2 主な改正内容 

委員会の庶務担当課を「資産管理課」に改める。 

 

3 施行期日 

令和5年4月1日 

 

 

 

(担当課：資産管理課) 



2 

議案第38号 

 

釜石市市税条例の一部を改正する条例の専決処分に関し承認を求めることに

ついて 

  

1 提案理由 

地方税法等の一部を改正する法律(令和5年法律第1号)等が令和5年3月31日に公布さ

れ、同年4月1日から施行されたことに伴い、釜石市市税条例(昭和31年釜石市条例第1号)

の一部を改正することに関し、令和5年4月1日付けで専決処分したことについて、地方

自治法(昭和22年法律第67号)第179条第3項の規定により、議会の承認を求めるものであ

る。 

 

2 主な改正内容 

(1) 固定資産税関係 

ア 長寿命化のための大規模修繕工事が実施されたマンションの固定資産税につ

いて、翌年度に限り税額を3分の1に減額する特例措置を設ける。 

イ 新たに下水道除害施設の設置義務が生じる者が取得する除害施設に係る固定

資産税の課税標準の特例措置について、課税標準の価格に乗じる割合を「4分の

3」から「5分の4」とする。 

(2) 軽自動車税関係 

グリーン化特例(軽課)について、適用期限をそれぞれ延長する。 

ア 電気自動車等及び50％軽減の営業用乗用車 3年 

イ 25％軽減の営業用乗用車 2年 

 

3 施行期日 

令和5年4月1日 

 

 

 

(担当課：税務課) 

  



3 

議案第39号 

 

釜石市特定復興産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例の

一部を改正する条例の専決処分に関し承認を求めることについて 

  

1 提案理由 

離島振興法第20条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合

等を定める省令等の一部を改正する省令(令和5年総務省令第26号)が令和5年3月31日に

公布され、同年4月1日から施行されたことに伴い、釜石市特定復興産業集積区域におけ

る固定資産税の課税免除に関する条例(平成24年釜石市条例第26号)の一部を改正する

ことに関し、令和5年4月1日付けで専決処分したことについて、地方自治法(昭和22年法

律第67号)第179条第3項の規定により、議会の承認を求めるものである。 

 

2 主な改正内容 

引用する法令の条項番号の改正 

 

3 施行期日 

令和5年4月1日 

 

 

 

(担当課：税務課) 
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議案第40号 

 

釜石市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分に関し承認を 

求めることについて 

 

1 提案理由 

地方税法等の一部を改正する法律(令和5年法律第1号)等が令和5年3月31日に公布さ

れ、同年4月1日から施行されたことに伴い、釜石市国民健康保険税条例(平成31年釜石

市条例第1号)の一部を改正することに関し、令和5年4月1日付けで専決処分したことに

ついて、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第3項の規定により、議会の承認を求

めるものである。 

 

2 主な改正内容 

(1) 後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を「20万円」から「22万円」に引

き上げる。 

(2) 国民健康保険税の軽減割合の判定に用いる所得算定において、被保険者数に乗

ずる金額をそれぞれ引き上げる。 

 ア 5割軽減の対象となる世帯 「28万5,000円」から「29万円」とする。 

 イ 2割軽減の対象となる世帯 「52万円」から「53万5,000円」とする。 

(3) その他所要の改正 

 

3 施行期日 

令和5年4月1日 

 

 

 

 (担当課：税務課) 
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議案第44号 

 

釜石市企業版ふるさと納税基金条例 

 

1 提案理由 

企業版ふるさと納税を地域再生法(平成17年法律第24号)第5条第4項第2号に規定する

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業の資金に充てるための基金を設置することに関し

必要な事項を定めようとするもので、地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第

1号の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

2 主な制定内容 

基金の積立て、管理、運用益金の処理、繰替運用、処分等に関する規定を定める。 
 

3 施行期日 

公布の日 

 

 

 

 (担当課：オープンシティ推進室) 
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議案第45号 

 

釜石市一般職の職員の特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例 

 

1 提案理由 

人事院規則9－129(東日本大震災及び東日本大震災以外の特定大規模災害等並びに新

型コロナウイルス感染症及び特定新型インフルエンザ等に対処するための人事院規則9

－30(特殊勤務手当)の特例)の一部を改正する規則が令和5年5月8日に公布され、同日か

ら施行されたことに伴い、条例の一部を改正しようとするもので、地方自治法(昭和22

年法律第67号)第96条第1項第1号の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

2 主な改正内容 

防疫等作業手当の特例に関する規定を廃止する。 

 

3 施行期日 

公布の日から施行し、令和5年5月8日から適用する。 

 

 

 

 (担当課：総務課) 
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議案第46号 

 

釜石市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例 

 

1 提案理由 

釜石市会計年度任用職員の期末手当の支給割合を引き上げることに伴い、条例の一部

を改正しようとするもので、地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第1号の規定

により、議会の議決を求めるものである。 

 

2 主な改正内容 

(1) 期末手当の支給割合を年間「2.45月分」から「2.55月分」に引き上げる。 

(2) その他所要の改正 

 

3 施行期日 

公布の日から施行し、令和5年6月1日から適用する。 

 

 

 

(担当課：総務課) 
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議案第47号 

 

釜石市市税条例の一部を改正する条例 

 

1 提案理由 

地方税法等の一部を改正する法律(令和5年法律第1号)等が令和5年3月31日に公布さ

れ、同年4月1日から施行されたことに伴い、条例の一部を改正しようとするもので、地

方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第1号の規定により、議会の議決を求めるも

のである。 

 

2 主な改正内容 

(1) 個人市民税関係 

ア 個人市民税と併せて新たに森林環境税(国税)を賦課・徴収する。 

イ 給与所得者の扶養申告書について、前年の申告内容に異動がない旨を記載する

ことができるようにする。 

(2) 軽自動車税関係 

ア 電動キックボードの車種区分を特定小型原動機付自転車とする。 

イ 軽自動車税環境性能割・種別割の納付不足額加算割合を「10％」から「35％」

に引き上げる。 

 
3 施行期日 

(2)ア 令和5年7月1日 

(1)ア・(2)イ 令和6年1月1日 

(1)イ 令和7年1月1日 

 

 

 

(担当課：税務課) 
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議案第48号 

 

釜石市子ども・妊産婦及び重度心身障害者医療費給付条例の一部を改正する

条例 

 

1 提案理由 

岩手県の医療費助成事業において、令和5年8月診療分から県内統一して現物給付の対

象を高校生年齢帯まで拡大することに伴い、条例の一部を改正しようとするもので、地

方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第1号の規定により、議会の議決を求めるも

のである。 

 

2 主な改正内容 

現物給付の対象年齢を「15歳」から「18歳」に引き上げる。 

 

3 施行期日 

令和5年8月1日 

 

 

 

 (担当課：市民課) 
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議案第49号 

 

釜石市ひとり親家庭医療費給付条例の一部を改正する条例 

 

1 提案理由 

岩手県の医療費助成事業において、令和5年8月診療分から県内統一して現物給付の対

象を高校生年齢帯まで拡大することに伴い、条例の一部を改正しようとするもので、地

方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第1号の規定により、議会の議決を求めるも

のである。 

 

2 主な改正内容 

現物給付の対象年齢を「15歳」から「18歳」に引き上げる。 

 

3 施行期日 

令和5年8月1日 

 

 

 

(担当課：市民課) 

  



11 

議案第50号 

 

釜石市障害児通所支援施設条例の一部を改正する条例 

 

1 提案理由 

釜石市すくすく親子教室の利便性の向上を図るため、条例の一部を改正しようとす

るもので、地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第1号の規定により、議会の

議決を求めるものである。 

 

2 主な改正内容 

開館時間を「9時から17時まで」から「9時から18時まで」に改める。 

 

3 施行期日 

令和5年7月1日 

 

 

 

(担当課：子ども課) 
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議案第51号 

 

釜石市改良住宅管理条例及び釜石市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

1 提案理由 

上中島改良住宅及び上中島市営住宅の用途廃止に伴い、条例の一部を改正しようと

するもので、地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第1号の規定により、議会

の議決を求めるものである。 

 

2 主な改正内容 

(1) 釜石市改良住宅管理条例 

   上中島改良住宅を削る。 

(2) 釜石市営住宅条例 

   上中島市営住宅を削る。 

 

3 施行期日 

公布の日 

 

 

 

(担当課：都市計画課) 
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議案第53号 

 

旧小佐野中学校解体工事の請負契約の締結に関し議決を求めることについて 

 

1 提案理由 

旧小佐野中学校解体工事の請負契約を締結しようとするもので、予定価格が1億5,000

万円以上であることから、地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第5号及び議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年釜石市条例第15

号)第2条の規定により、議会の議決を求めるものである｡ 

なお、工期は、議決の日から令和6年2月29日までである。 

 

2 契約の目的  

旧小佐野中学校解体工事のため 

 

3 契約の方法  

条件付一般競争入札 

 

4 契約金額  

182,600,000円(うち消費税額及び地方消費税額 16,600,000円) 

 

5 契約の相手方  

釜石市松原町三丁目10番22号 

株式会社 小澤組 

代表取締役 小澤 勤 

 

6 仮契約締結日 

令和5年5月15日 

 

 

 

(担当課：教育委員会事務局総務課) 
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議案第54号 

 

財産の取得に関し議決を求めることについて 

 

1 提案理由 

消防ポンプ自動車を購入しようとするもので、予定価格が2,000万円以上であること

から、地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項第8号及び議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例(昭和39年釜石市条例第15号)第3条の規定によ

り、議会の議決を求めるものである。 

なお、納期は、令和7年3月21日である。 

 

2 取得する目的 

老朽化した消防団車両の更新整備のため 

 

3 取得する財産 

消防ポンプ自動車(CD-Ⅰ型) 1台 

   

4 取得予定価格 

29,040,000円(うち消費税額及び地方消費税額 2,640,000円) 

 

5 相手方 

紫波郡矢巾町大字広宮沢第11地割501番地14 

互光商事 株式会社 

代表取締役 玉川 康介 

 

6 仮契約締結日 

令和5年5月12日 

 

7 取得の方法 

買入れ 

 

8 配備先 

釜石市消防団第7分団第1部(栗林地区) 

 

 

 

(担当課：消防課) 
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議案第55号 

 

議決事項の一部変更に関し議決を求めることについて 

 

1 提案理由 

平成31年3月釜石市議会定例会において議決を得た議案第30号財産の無償貸付けに関

し議決を求めることについての一部を次のように変更するため、地方自治法(昭和22年

法律第67号)第96条第1項第6号の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

2 一部変更の内容 

(1) 合計筆数及び面積 

  【変更前】 

    筆数 92筆 

    面積 177,189.43㎡ 

  【変更後】 

    筆数 106筆 

    面積 179,866.52㎡ 

  【増減数】 

    筆数 14筆の増 

    面積 2,677.09㎡の増 

(2) 貸し付ける財産(変更する筆のみ抜粋) 

 所在 地番 地目 面積 

【変更前】 
鵜住居町第15地割 21番24 鉄道用地 328㎡ 

鵜住居町第24地割 1番35 鉄道用地 952㎡ 

【変更後】 

鵜住居町一丁目 1500番 鉄道用地 952㎡ 

鵜住居町三丁目 1900番 鉄道用地 389㎡ 

鵜住居町第16地割 

35番29 井溝 2.03㎡ 

39番6 用悪水路 23㎡ 

39番13 用悪水路 4.73㎡ 

両石町第3地割 

17番21 鉄道用地 79㎡ 

17番22 鉄道用地 1,217㎡ 

17番23 鉄道用地 764㎡ 

40番10 宅地 257.05㎡ 

40番12 宅地 98.52㎡ 

44番2 宅地 28.71㎡ 

44番3 宅地 43.55㎡ 

47番4 山林 15㎡ 

47番5 山林 2.02㎡ 

128番40 鉄道用地 74㎡ 

201番2 公衆用道路 7.48㎡ 
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3 相手方 

宮古市栄町4番地 

三陸鉄道 株式会社 

代表取締役社長 石川 義晃 

 

4 変更理由 

土地の分筆を行ったこと及び釜石都市計画鵜住居地区被災市街地復興土地区画整理

事業用地の換地処分に伴い、三陸鉄道株式会社に無償貸付けをしている土地の地番及

び面積を変更しようとするもの。 

 

 

 

(担当課：生活環境課) 
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議案第56号 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画を策定することに関し議決を求めるこ

とについて 

  

1 提案理由 

橋野地区及び尾崎白浜・佐須地区における公共的施設の総合整備計画を策定しようと

するもので、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法

律(昭和37年法律第88号)第3条第1項の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

2 計画の内容 

(1) 橋野辺地(橋野町全域)  

 ア 橋野地区消防屯所建設事業 

  期 間 令和5年度から令和7年度まで  

  事業費 331,000千円(うち辺地対策事業債の予定額 248,000千円) 

 イ 橋りょう改修・補強事業 

  期 間 令和5年度から令和7年度まで 

  事業費 80,000千円(うち辺地対策事業債の予定額 38,900千円) 

(2) 尾崎白浜・佐須辺地(大字平田第7～9地割) 

 ア 道路新設改良事業 

  期 間 令和5年度から令和7年度まで 

  事業費 95,000千円(うち辺地対策事業債の予定額 42,700千円) 

  

 

 

(担当課：財政課)

 


